
 

 

法制審議会 

 

主管省及び庶務担当部局課 法務省大臣官房司法法制部司法法制

課 

 電話番号 (03)3580-4111（代表） 

ホームページ https://www.moj.go.jp/shingikai_index.html 

根 拠 法 令 法務省組織令第 54 条 

設 置年月日 昭和 24 年６月１日（平成 13 年１月６日改組） 

所 掌 事 務  

１．法務大臣の諮問に応じて、民事法、刑事法その他法務に関

する基本的な事項を調査審議すること 

２．電子情報処理組織による登記事務処理の円滑化のための措

置等に関する法律第５条第２項の規定に基づきその権限に属

させられた事項を処理すること 

分科会等＜分科会＞ なし 

    ＜部 会＞ 生殖補助医療関連親子法制部会、担保法制

部会、商法（船荷証券等関係）部会、民法（遺言関係）

部会、民法（成年後見等関係）部会 

委員＜定数＞ 20 人以内 

うち常勤 なし 

＜任期＞ ２年 

＜氏名＞     石原 真二（弁護士） 

石渡 明美（株式会社ＮＴＴドコモ取締役） 

大内 政太（日本製鉄株式会社常務執行役員） 
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大野 顕司（住友化学株式会社常務執行役員） 

大村 敦志（学習院大学法科大学院教授） 

古城 佳子（青山学院大学教授） 

近衞 典子（駒澤大学教授） 

齋藤 隆博（次長検事） 

佐伯 仁志（中央大学大学院教授） 

酒巻  匡（早稲田大学大学院教授） 

佐藤  香（東京大学社会科学研究所教授） 

洲崎 博史（同志社大学大学院司法研究科教授） 

高杉  直（同志社大学教授） 

◎高田 裕成（中央大学大学院教授） 

富所 浩介（読売新聞東京本社論説副委員長） 

中村  愼（東京高等裁判所長官） 

毛利  透（京都大学大学院教授） 

山崎 初美（主婦連合会環境部副部長） 

横田 絵理（慶應義塾大学教授） 

芳野 友子（日本労働組合総連合会会長） 

 

諮問・答申事項等 

・離婚及びこれに関連する家族法制の見直しについて（R3.2.10

諮問、R6.2.15 答申） 
・氏名の読み仮名の法制化に係る戸籍法令の改正について

（R3.9.16 諮問、R5.2.17 答申） 
・性犯罪に対処するための法整備について（R3.9.16 諮問、

R5.2.17 答申） 

－ 141 －

法
務
省



 

 

・家事事件手続法・民事保全法・民事執行法・倒産法等（ＩＴ

化関係）の改正について（R4.2.14 諮問、R5.2.17 答申） 
・船荷証券等の電子化について（R4.2.14 諮問） 
・情報通信技術の進展等に対応するための刑事法の整備につい

て（R4.6.27 諮問、R6.2.15 答申） 

・犯罪収益等の没収について（R4.6.27 諮問、R4.9.12 答申） 

・区分所有法制の見直しについて（R4.9.12諮問、R6.2.15答申） 

・遺言制度の見直しについて（R6.2.15 諮問） 

・成年後見制度の見直しについて（R6.2.15 諮問） 
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